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Ⅰ 平成16年度事業実施の方針等 

 

 我が国は、社会・経済情勢が大きな転換期を迎える中で、人々の価値観や働き方

・暮らし方の多様化、少子高齢化の進行、情報化・国際化の進展、環境に関する取

組の必要性の増大と、これまでにない様々な変化に直面している。 

 また、首都圏には、大都市問題が依然として存在し、都市の持つ利便性・快適性

を低下させていることに加え、本来、都市が持つべき魅力の減退につながっている

ことから、首都圏を豊かで快適な、かつ活力に満ちあふれた大都市圏に再生してい

くことが求められている。 

 これらの諸課題を踏まえ、今後の首都圏の歩むべき指針として、平成11年３月に

「第５次首都圏基本計画」を策定した。また、平成13年度から平成17年度までの５

年間の各種施設整備に関し、その根幹となるべきものを定めた「首都圏整備計画」

を策定した。 

 首都圏基本計画等においては、今後とも首都圏が我が国を牽引しつつ、国際競争

力を維持し、我が国の活力を創出する地域として発展していくため、諸機能の充実

・強化を図ることとしている。これとともに、首都圏の全体構造として東京中心部

への過度の依存を緩和し、各地域の拠点的な都市を中心に諸機能がバランスよく配

置された自立性の高い地域の形成と、それらの地域の相互の連携・交流によって機

能を高めあう「分散型ネットワーク構造」の形成を目指すこととしている。 

 

 近年、首都圏の広域連携の拠点となる業務核都市等において、拠点性が向上する

とともにこれら相互の交流が進みつつあり、東京都区部に大きく依存した放射方向

の地域構造から、分散型ネットワーク構造の形成が進展しつつあるものと考えられ

る。 

 

 また、「21世紀の新しい都市創造」、「20世紀の負の遺産の解消」の２つの視点

を踏まえ、都市再生に関する総合的な施策である「都市再生プロジェクト」が推進

されるなど、都市の再生に向けた取組が行われている。都市再生プロジェクトでは、

基幹的広域防災拠点の整備、国際交流･物流機能や交通機能の強化等に加え、持続発

展可能な社会の実現、自然と共生した社会の形成を図ることとしている。 
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今年度の首都圏整備に当たっては、第５次首都圏基本計画の目標である「我が国

の活力創出に資する自由な活動の場の整備」、「個人主体の多様な活動の展開を可

能とする社会の実現」、「環境と共生する首都圏の実現」、「安全、快適で質の高

い生活環境を備えた地域の形成」、「将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首

都圏の創造」に向けた分散型ネットワーク構造の実現を図るため、下記の主要事業

を推進する。 

 

 なお、首都機能移転については、現在、国会において大局的な観点から移転につ

いて検討が進められており、その推移を見守る必要がある。 

 

 

１ 我が国の活力創出に資する自由な活動の場の整備 

（主要課題） 

 国際化や世界規模での競争が激化する中、首都圏が引き続き我が国の発展に寄

与し、世界の中枢都市としての役割を担っていくために、地域が環境、文化、交

通、情報等、多様な魅力を持ち、様々な活動が行われやすい場を形成する。 

 

(1)国際的な魅力を備えた事業環境の形成 

 我が国の都市が国際的な都市間競争にさらされている中で、長期の経済低迷、

企業や工場の海外移転の進展等、中枢機能が集積している首都圏の国際的地位が

相対的に低下している。 

このような状況の中、利便性・効率性が高く国際的な魅力を備えた事業環境の

形成、経済活力の維持と雇用の安定を確保するため、規制緩和の推進による自由

な事業環境の整備、高コスト構造の是正及び産業基盤の整備を推進する必要があ

る。 

また、首都圏における製造業は、新しい技術や製品を生み出す基盤となる研究

・開発・試作の比重を高めており、これら製造業の集積による新規産業の苗床と

しての機能を活用し、新たな産業の創出・育成を推進する。 

 

(2)活力創出に資する諸機能の展開 

  様々な活動が行われやすい場を整備するために以下の諸機能の展開を図る。 
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国の行政機関等の移転や業務機能の分散を引き続き進めるとともに、工業機能

については、既成市街地における過度の集中抑制等に配慮しつつ、活力ある製造

業の構築と国際競争力の強化を図る。 

また、個人、企業、ＮＰＯ等の活動領域の広がりを受け、これらの多様な主体

の交流のための場づくり、文化機能の維持向上を図る。 

研究開発機能については、産学官の研究交流の活性化、生活・居住環境の整備

等を推進し、高度な研究開発拠点地域の整備を図る。大学等高等教育機能につい

ては、優れた研究者や高度な専門的知識を持つ人材を養成する機関としての役割

が期待されていることから、大学機能の再編と高度化を図るとともに、地域住民

の生涯学習ニーズに対応した社会的サービス機能の向上を図る。 

商業機能については、中心市街地における商業集積が地域コミュニティの核と

しての役割を果たしていることから、その整備を地方公共団体等の自主性をいか

したまちづくりの一環として行うことにより、活性化を推進する。 

交通機能については、国内外の交流や圏域内の連携、都市内の活動を支える機

能として、円滑で安全、快適な交通体系の形成を図る。また、物流機能について

は、交通結節点を中心とする物流拠点や増大する輸入貨物に対応する社会資本の

整備を推進する。 

農林水産業機能については、消費地に近接する立地条件をいかして施設野菜等

の収益性の高い農業を確立するとともに、地域特性に応じた農業を展開し、安全

な食料を安定的に供給する場の形成を図る。 

 

（主要事業） 

平成16年度においては「我が国の活力創出に資する自由な活動の場の整備」を

目指す観点から、下記の主要事業を推進する。 

新産業の創出や工業生産機能の高度化を図るため、宇都宮テクノポリスセンタ

ー（栃木県）等の開発を推進する。 

公共施設の整備改善等により、多摩地域における業務核都市の形成を図るため、

国の機関の移転等が進められている立川基地跡地関連地区（立川市）における土

地区画整理事業を推進する。 

筑波研究学園都市を科学技術創造立国に向けた世界的な科学技術中枢拠点都市

とするための試験研究施設等の整備を推進する。 
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教育文化水準の向上及び振興を図るため、首都大学東京等の開学に向けて必要

な施設の整備を進める。 

 業務、商業、文化、居住等の施設建設の誘導により多機能都市空間の形成を図

るため、汐留地区（港区）における土地区画整理事業を推進する。 

国内外の交流を支える機能として、成田国際空港等の整備や国際海上コ

ンテナターミナルの整備を推進する。また、都市内の活動を支える交通体

系として、道路網の整備や鉄道の整備を推進する。 

生鮮食料品等の取引の適正化と、その生産及び流通の円滑化を図るため、新た

に横浜市中央卸売市場食肉市場の施設の整備拡充に着手する。 

 

 

２ 個人主体の多様な活動の展開を可能とする社会の実現 

（主要課題） 

 個人の情報収集・蓄積・発信能力が高まり、その社会的影響力が大きくなって

いる中で、今後の首都圏整備においては、個人、ＮＰＯの活動を積極的に取り入

れるとともに、女性、高齢者等の活動を支援する。 

 

  首都圏においては、団塊の世代の高齢化に伴い急激に高齢化が進展する。その

ような中、専門的・技術的職業の就業者を確保するためには、長期にわたる就業

経験から身に付けた高齢者の知識や技術を活用することが重要である。 

高齢者の社会的活動や日常活動を支援する方策として、高齢者向け住宅の整備、

民間・公共施設におけるバリアフリー化及び都市内における安全かつ円滑な移動

の確保を進める。 

さらに、就労等における女性の社会進出意識が強まる中で、就業等の社会生活

と育児等の家庭生活を両立する上での時間的制約を軽減するために、職住近接型

のまちづくりを進めるとともに、ＳＯＨＯ・テレワーク等の就業形態の多様化に

対応できる情報通信基盤の整備を行う。 

 

 （主要事業） 

 平成16年度においては「個人主体の多様な活動の展開を可能とする社会の実現」

を目指す観点から、下記の主要事業を推進する。 
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福祉・文化施設を含めた生活拠点の整備のため、南青山一丁目地区（港区）に

おける公営住宅建替事業を推進する。 

高齢者にとって暮らしやすいまちとするために、民間・公共施設におけるバリ

アフリー化を推進する。 

ＳＯＨＯやテレワーク等、多様な就業形態の拡大、進展に対応した、アクセス

網の光化の促進や局内通信装置の設置等、必要な施設の整備を推進する。 

 

 

３ 環境と共生する首都圏の実現 

（主要課題） 

 環境負荷の低減、自然循環の回復及び個人の健康と快適性の向上を重視した持

続可能な社会を実現する地域整備と、それにふさわしい生活様式の創造を図るこ

とにより、環境と共生する首都圏を実現する。 

 

(1)水と緑の保全・創出 

 これまで首都圏では、市街地の拡大により都市的土地利用が拡大してきたが、

今後は、人口減少により市街化圧力が低下することを踏まえ、都市的、農業的、

自然的土地利用の調和を図る必要がある。 

 自然環境は、生物多様性の保全や人と自然とのふれあいの空間等として大きな

機能を有しており、特に都市的土地利用が拡大した首都圏においては重要な存在

であるが、その減少が懸念されており、生態系のまとまりを考慮した生態系ネッ

トワークの形成等を目指すことが求められる。 

緑地は、二酸化炭素の吸収や大気の浄化、ヒートアイランド現象の緩和等の機

能を有し、地球環境問題への対応や国土保全、都市環境の改善等に大きな役割を

果たしている。しかしながら、首都圏における緑地は市街化の進行等により減少、

分断がみられる。 

また、首都圏では、急速な都市化の進展に伴う水需要の増加や雨水の不浸透域

の拡大等により、河川流量の減少や流域における保水、遊水機能の低下等、水循

環が悪化する等の問題が生じている場合がある。このため、健全な水循環の確保

に向けた取組として、流域及び関連する水利用域や氾濫原を一体とした流域圏に

おいて、水需要の抑制、都市内での雨水利用等の水資源の有効利用等を推進し、
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水環境の保全・回復のための取組として、多自然型の水辺空間整備等を推進する。 

 さらに、都市再生プロジェクト（第三次決定）として「大都市圏における都市

環境インフラの再生」が決定され（平成13年12月）、自然環境を保全・再生・創

出することにより水と緑のネットワークを構築し、生態系の回復、自然とのふれ

あいの場の拡大等を図ることとしている。これを具体的に推進するために、関係

各省庁及び地方公共団体等の多様な主体が連携して「まとまりのある自然環境の

保全」、「緑の創出」、「水循環系の再生」に取り組んでいる。 

 

(2)環境負荷の低減 

 活発な社会経済活動を展開している首都圏は、エネルギーの大消費地であるこ

とから、他地域以上に都市排熱の減少と省エネルギー等の環境負荷の低減に取り

組む必要がある。 

環境全般への負荷が少ない交通体系を形成するため、運輸部門における二酸化

炭素の排出を抑制するとともに、交通基盤施設等の整備にあたって、自然環境の

保全、大気汚染、生活環境の改善を図る。 

また、首都圏における廃棄物のリサイクル率は着実に上昇しているが、引き続

き、事業者、消費者、地方公共団体及び国の各主体が連携して、廃棄物等の発生

を抑制するとともに、適正な循環的利用の推進及び適正な処分により最終処分量

を削減し、廃棄物処理に伴う環境負荷の少ない持続可能な社会を構築する必要が

ある。 

 

（主要事業） 

 平成16年度においては「環境と共生する首都圏の実現」を目指す観点から、下

記の主要事業を推進する。 

都市環境の改善、都市災害の防除及び住民の多様なレクリエーション需要の充

足を図るため、国営常陸海浜公園（茨城県）、熊谷スポーツ文化公園（埼玉県）、

篠崎公園（東京都）、茅ケ崎里山公園（神奈川県）等の都市公園の整備を行う。 

河川・湖沼における水環境改善や、良好な河川環境の保全・復元に向けて、荒

川上流（埼玉県）、手賀沼（千葉県）における河川環境整備事業等を推進する。

関係各省庁、地方公共団体、ＮＰＯ等との連携により策定した「首都圏の都市環

境インフラのグランドデザイン」に基づき、「大都市圏における都市環境インフ
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ラの再生」に向けた取組を推進する。 

また、河岸の再自然化、河畔林の整備、水質の改善等により、環境の再生を重

点的に推進し、都市再生プロジェクト第三次決定に位置づけられた「河川の再生」

を推進するため 、日本橋川（東京都）における河川環境整備事業、渋谷川・古川

（東京都）における広域基幹河川改修事業等を推進する。公共建築物等において

は、環境負荷の少ない施設整備を推進する。 

廃棄物のリサイクルを推進し、資源の有効利用を図るため、柏市（千葉県）に

おけるごみ処理施設等の完成を図る。 

 

 

４ 安全、快適で質の高い生活環境を備えた地域の形成 

（主要課題） 

 震災等の大規模災害に対する防災性の向上及び長時間通勤等の大都市問題の解

決により、安全、快適で質の高い生活環境を備えた地域の形成を図る。 

  

(1)安全、安心の確保 

 東京都区部を中心に高密な市街地が都県境を越えて広範囲に連担している首都

圏においては、大地震の発生により、多数の人命、財産の損失を招く危険が大き

い。また、近年交通、情報通信体系、ライフライン等への依存が高まっており、

これらに関する施設が被害を受けた場合、様々な都市機能の集積や全国的交通体

系の集中のため、被災による影響が全国及び国際社会に大きく及ぶことが予想さ

れる。このため、関係機関の連携の下、地域構造の改編、広域的な防災体制の確

立、基盤施設の耐震性向上とリダンダンシーの確保、都市の防災構造化、市民活

動との連携に努める必要がある。 

また、特に東京の山手線沿線から環状第７号線にかけて老朽木造住宅密集市街

地が存在しており、これら都市構造上脆弱な地域の改善に取り組む必要がある。

こうした地域の解消にあたっては、周辺を含めた一体的なまちづくりと合わせて、

地域の特性に応じた様々な取組を推進する。 

 治山治水については、利根川、荒川等の大河川の氾濫区域や埋立地などの低平

地に、人口・資産・中枢管理機能が集中しているため、水害や土砂災害の被害が

深刻化する傾向にある。このため、洪水ハザードマップの公表等、ソフト面での
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対策と同時に、流域及び関連する水利用地域や氾濫原を一体とした流域圏におい

て治山治水事業等を計画的に推進する。 

(2)良好な市街地や住宅・住環境整備等による魅力ある居住環境の整備 

 人口の減少に伴う市街化圧力の低下と、世帯数の増加が鈍化することを踏まえ、

市街地整備の重点を新規開発から既存の市街地の再編整備に移すとともに、新規

宅地を必要としない低未利用地の活用、老朽マンションの建替え等に対応しつつ、

積極的に再開発を推進する。 

また、首都圏に居住する人々が生活様式やライフステージに応じて居住環境を

幅広く選択できるよう、住宅周囲の自然環境や交通利便性等を含めて、暮らしや

すい居住環境の選択肢を用意するとともに、良好な住宅ストックの形成とその適

切な管理、活用等を図る必要がある。 

 都市における豊かな生活を実現するため、良好な都市景観の創出が大きな課題

となっていることから、ゆとりある都市空間を創出する公園、水辺空間、道路等

や都市景観に配慮した施設の整備、電線類の地中化等を進め、調和ある都市景観

の形成を図る。 

教育・文化施設の整備については、ゆとりと個性を尊重し、安全・安心でうる

おいのある教育環境に資する学校施設の整備、芸術・文化活動や施設の運営を支

える人材の育成等ソフト面を重視した文化施設等の整備を推進する。 

人口の高齢化、疾病構造の変化等の多様な医療需要に対応しつつ、地域住民の

多様な要求に対するサービスの向上を図るため、住民の健康増進、疾病予防等を

含む総合的な保健・医療施設の整備、高齢者のための福祉サービスの強化や高齢

者介護サービスの充実等、保健・医療・福祉施設の整備を図る。 

農山漁村地域においては、個々の地域が置かれた諸条件を踏まえ、多様な産業

活動による経済的な活力向上等を通じて、快適かつ総合的な居住環境を整備する。

また、農山漁村地域が保持する豊かな自然環境の維持・回復を推進するとともに、

自然景観、伝統文化等の地域資源等を活用して地域活性化を図る。 

 

（主要事業） 

 平成16年度においては「安全、快適で質の高い生活環境を備えた地域の形成」

を目指す観点から、下記の主要事業を推進する。 

大震災時の避難地、避難路等の確保のため、等々力緑地（神奈川県）等の防災
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公園の整備を推進する。 

大規模震災時における避難者や緊急物資等の輸送を確保するため、千葉港、常

陸那珂港において耐震強化岸壁の整備を推進する。災害時における通信ネットワ

ークの安全性、信頼性の向上を図るため、信頼性向上施設の整備及び電線類の地

中化を推進する。 

防災性の向上、居住環境の整備、良質な住宅の供給等を推進するため、東池袋

４・５丁目地区（豊島区）等における住宅市街地総合整備事業を推進する。 

洪水等による災害の防止・復旧、津波・高潮・波浪等による災害及び海岸侵食

の防止、豪雨・火山等による土砂災害等の防止を図るため、新たに市川海岸（千

葉県）における高潮対策事業等に着手し、神田川（東京都）における総合治水対

策特定河川事業等を推進するとともに、内川（神奈川県）における砂防事業等の

完了を図る。 

山地災害の防止、水源のかん養、生活環境の保全等に資するため、各種保安林

の適正な配備を推進するとともに、環境の保全に配慮しつつ、復旧治山、予防治

山等の治山事業を野呂川地区（山梨県）等において推進する。 

防災上の観点から、都市防災総合推進事業、橋梁等の道路構造物や鉄道構造物

の耐震性の向上、災害に強いライフライン共同収容施設の整備、耐震強化岸壁の

整備、ダム等の整備、水道及び下水道事業の耐震性向上等を推進する。 

豊かな水辺環境や大規模敷地をいかしながら、居住、業務、生活支援施設等の

諸機能がバランスよく配置された職住近接のまちの形成を図るため、晴海三丁目

西地区（中央区）における市街地再開発事業を推進する。 

自然環境と調和した良好な居住環境と、教育、文化、業務、商業の機能を備え

た活力ある新市街地の形成を図るため、多摩ニュータウン（八王子市他）におけ

る新住宅市街地開発事業を推進する。 

地域の社会的文化的環境の向上を図るため、こども科学館（仮称）（千葉県）

等の整備を推進する。 

医療施設の適正配置及び医療水準の向上を図るため、山梨県立中央病院（山梨

県）等の整備を推進する。また、社会福祉の向上を図るため、東京都立東部療育

センター（東京都）等、社会福祉施設の整備を推進する。 
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５ 将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創造 

（主要課題） 

 社会が成熟し、高齢化が進行する時代を迎える中、首都圏においては、様々な

ニーズに対応した社会資本整備を官民一体となって推進し、分散型ネットワーク

構造の実現を図る。 

 

(1)社会資本整備の進め方の新たな展開 

 社会資本は将来の世代に引き継ぐ共有の資産であり、首都圏においては、我が

国の中枢としてふさわしい魅力や美しさを50年、100年といった長期的視点に立っ

て築き、蓄積していくという考え方の下、公的主体により整備される施設のみな

らず、民間によって整備される住宅、交通基盤施設、情報通信基盤施設、社会福

祉施設等の施設を含め、官民一体となった整備を推進する。 

また、社会資本が早期に整備された首都圏では、機能の陳腐化、老朽化が全国

に先駆けて進むと見込まれるため、既存ストックの適切な管理等による施設の有

効利用、既存施設の多目的利用や弾力的運用、地域間での相互利用可能な施設整

備等、様々な社会サービスをできる限り低廉なコストで効率的に供給・運営する

必要がある。また、施設の特性、必要性に応じて、国、地方公共団体が適切な役

割を果たし整備を推進する一方、民間の資金やノウハウを活用し効果的かつ効率

的な整備を推進するため、ＰＦＩや受益者負担等の手法の活用を図る。 

 

(2)広域的基盤施設の整備 

 交通体系は各地域や都市間の機能連携を強化し、分散型ネットワーク構造を支

え、様々な活動や生活環境といった面でも重要な役割を果たすことから、国際的

な人の移動の利便性の向上と物流の効率化に資する交通体系の整備を始め、全国

との広域的な連携及び首都圏の各地域の機能連携を強化する交通体系を整備する。

また、都市内の円滑な移動を支える交通体系として、バリアフリー化を積極的に

進めるとともに中心市街地のにぎわい形成や美しいまちなみ形成に配慮しつつ整

備を進める。 

情報通信体系は、21世紀における首都圏の個人・組織の多様な活動・交流と選

択の自由度の向上や、分散型ネットワーク構造の実現を図る上で極めて重要であ

る。首都圏においては、経済活動の活発化やテレワーク等による就業形態の多様
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化に対応するために、情報通信体系の整備を民間主導で推進する。 

水供給体系については、利水安全度を確保し、渇水対策に向けた施策を展開す

る。また、水の安定した供給を図るために、水需要の抑制や再生水の利用等を推

進するとともに、広域的な水供給システムを整備する。 

増大するエネルギー需要に対応するために、電源立地等必要なエネルギー供給

体系の整備を行う。 

都市・生活環境の向上と公共用水域の水質汚濁防止に資するための下水処理体

系の整備を行う。 

廃棄物処理体系については、近年、首都圏における廃棄物排出量は横ばいで推

移しているが、依然として廃棄物最終処分場は切迫しているため、廃棄物等の発

生抑制等により最終処分量を可能な限り削減する取組を推進するとともに、廃棄

物処理施設の整備を推進する。 

 

(3)沿岸域の利用 

東京湾沿岸域は、工業、漁業、陸上・海上交通、生活、海洋性レクリエーショ

ン等の場として利用され、首都圏における経済活動や国際交流の進展、市民生活

の向上に寄与してきた貴重な空間である。また、その自然環境により、首都圏の

気候緩和、水循環に寄与してきたほか、沿岸域の多様な利用の展開を可能として

きた。東京湾沿岸域の利用については、既に集積している製造業とともに、新た

に集積が見られるサービス業や住宅の立地に対する魅力を引き出し、活気あふれ

るエリアとして整備していく。 

海域の自然環境を保全・創出するため、汚濁負荷の低減、海域浄化を推進する。

また、人々がその魅力を楽しむことができる、緑のネットワークの形成、海洋レ

クリエーションの場の確保等を推進する。 

地域活力の創出については、産業や港湾物流といった既存機能の高度化により

国際競争力を高めるとともに、臨海性の立地をいかした基幹的産業、研究機関、

企業等の連携を強化し、新技術や新産業の創造を図る。さらに、背後地及び物流

施設との円滑な物流交通を確保し、物流体系の強化を図る。 

安全でゆとりある生活を創出するために、臨海部の特性をいかしつつ、業務、

居住、商業、アミューズメント等の機能を選択的に取り込むことにより、親水性

と開放性に富んだ空間を形成する。 
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また、沿岸域地方公共団体等の各主体がそれぞれの個性を発揮し、自然環境の

保全、地域の活力と安全でゆとりある生活空間の創出を図るとともに、防災拠点

等の空間を確保し、様々な機能が複合的に補完しあう都市空間の形成を図る。 

 なお、東京湾外の沿岸域においては、地域の振興、首都圏における地域構造の

再編及び緊急時も想定した東京湾の諸機能の適切な分担に資するため、広域的、

総合的な視点に立ってその利用を進める。 

 

（主要事業） 

 平成16年度においては「将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の創

造」を目指す観点から、下記の主要事業を推進する。 

百里飛行場については、民間共用化に係る事業を推進する。 

成田国際空港については、本来計画の2,500mの平行滑走路の早期整備に努める

とともに、エプロン等の基本施設の整備、第１旅客ターミナルビルの改修、貨物

取扱施設の整備等を行う。東京国際空港の沖合展開については、第２旅客ターミ

ナル等の整備を推進するとともに、再拡張については、平成16年度からの事業化

が認められ、平成16年度においては、新設滑走路の入札・契約手続、環境影響評

価手続、国際線地区のPFI検討調査を実施する。 

横浜港本牧ふ頭地区において国際海上コンテナターミナルの供用を図るととも

に、東京港青海コンテナふ頭地区において国際海上コンテナターミナルの整備を

推進する。 

首都圏と全国の交流、分散型ネットワーク構造による首都圏の広域連携拠点都

市間の連携・交流を緊密にするため、高規格幹線道路及び地域高規格道路等の道

路網の整備を推進する。また、市街地における道路交通の円滑化を図るため、街

路、鉄道との連続立体交差化の推進を図る。 

都市再生プロジェクト（第二次決定）に位置付けられた「大都市圏における環

状道路体系の整備」を図るため、首都圏中央連絡自動車道（一般国道468号）、東

京外かく環状道路及び首都高速中央環状線の整備を推進し、これらの高規格幹線

道路及び都市高速道路の整備により誘導される新たな都市拠点の形成等を通じた

都市構造の再編を促す。このうち、首都圏中央連絡自動車道八王子JCT－日の出IC

間の供用を図る。 

首都圏と全国主要都市を結ぶ交通体系の結節点としての機能の強化並びに広域
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連携拠点都市相互の連携強化に資するとともに、通勤・通学時の混雑緩和、所要

時間の短縮及び輸送の安全確保等を図るため、環境の保全に配慮しつつ、輸送力

の増強等を目的とした鉄道の整備を推進する。中央新幹線については、東京都・

大阪市間の地形・地質等の調査を進める。東京圏の鉄道については、東京モノレ

ール羽田線（羽田空港－新東ターミナル）の新線建設の完成を図るとともに、東

武鉄道東上線（森林公園－武蔵嵐山信号場）の複線化及び小田急電鉄小田原線（梅

ヶ丘－喜多見）の複々線化の完成を図る。 

新交通システムとして、日暮里・舎人線（荒川区、北区及び足立区）、東京臨

海新交通臨海線（江東区）に係るインフラストラクチュア部分の整備を推進する。 

不安定取水、地盤沈下を誘発する地下水取水等の問題に対処するとともに、渇

水に対する安全性の向上を図るため、環境保全及び水源地域対策等に配慮しつつ、

将来の水需要を見通し、八ツ場ダム（群馬県）等の水資源開発施設の整備を推進

する。また、水の安定した供給、安全な水質の確保、渇水対策や災害対策のため、

埼玉県水道用水供給事業等を推進する。 

生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街地における浸水の防除等を図る

ため、多摩川流域下水道事業（東京都）等を推進する。また、首都圏における膨

大な量の廃棄物に対処し、生活環境の保全等を図るため、宇都宮市（栃木県）等

における最終処分場の完了を図る。 

東京港、川崎港、日立港において廃棄物海面処分場の整備を推進する。 

業務、商業機能の集積や港湾機能の質的転換により、就業・賑わいの場や人々

が憩い親しめるウォーターフロント空間の創出と、首都圏の業務機能分担の受け

皿としての機能の集積・拡大を図るため、みなとみらい21中央地区（横浜市）に

おける土地区画整理事業を推進する。 
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II  平成16年度に行おうとする事業 

 

第１   宅地 

 

業務、商業、居住等の諸機能が調和した都市空間の形成や良好な景観の創出によ

る都市環境の改善等を図るため、環境の保全に配慮しつつ、中心業務地の整備、既

存市街地の再編整備等を進めるとともに、新市街地の計画的整備を図り、秩序ある

市街地の形成に努める。また、国の行政機関等の移転に関連する土地区画整理事業

等を推進する。 

 

１ 都市再開発 

市街地における土地の合理的かつ健全な高度利用、都市機能の更新及び都市の

防災構造化を図り、公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図るため、環境の

保全に配慮しつつ、次の事業を推進する。 

(1) 市街地再開発事業 

泉町１丁目南（水戸市）、浦和駅東口駅前（さいたま市）、熊谷駅東（熊谷

市）、千葉駅西口（千葉市）、柏駅東口Ａ－２（柏市）、有楽町駅前（千代田

区）、環状第二号線新橋・虎ノ門（港区）、北新宿（新宿区）、豊洲駅前（江

東区）、亀戸・大島・小松川（江東区及び江戸川区）、大崎駅東口第３（品川

区）、東池袋四丁目（豊島区）、白鬚西（荒川区）、北仲通南、戸塚駅西口第

１（以上横浜市）等の地区を推進する。 

 (2) 土地区画整理事業 

水戸駅南口（水戸市）、石岡駅東（石岡市）、栃木駅前（栃木市）、高崎駅

周辺西口（高崎市）、太田駅周辺（太田市）、さいたま新都心、北部拠点宮原

（以上さいたま市）、蘇我臨海、千葉中央港（以上千葉市）、秋葉原駅付近（千

代田区及び台東区）、汐留（港区）、品川駅東口（港区及び品川区）、豊洲、

有明北（以上江東区）、花畑北部、六町（以上足立区）、一之江駅西部、瑞江

駅西部（以上江戸川区）、上野第二（八王子市）、立川駅北口駅前、立川駅南

口（以上立川市）、みなとみらい21中央、新横浜長島、戸塚駅前地区中央（以

上横浜市）、登戸（川崎市）、北部第二（藤沢市）、渋谷南部（大和市）、甲

府駅周辺（甲府市）等の地区における事業を推進する。 
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  また、国の研究・研修機関の移転等が進められている立川基地跡地関連（立

川市）等の地区における事業を推進する。 

 

２ 新市街地の整備 

市街地周辺部において計画的な市街化を図ることにより、公共施設の整備改善

及び宅地の利用増進を進めるとともに、多様なニーズに対応した良好な居住環境

を備えた住宅地を計画的に供給するため、環境の保全に配慮しつつ、次の事業を

推進する。 

(1) 新住宅市街地開発事業等 

   十万原（水戸市及び茨城県東茨城郡常北町）、板倉（群馬県邑楽郡板倉町）、

千葉北部（船橋市、印西市、白井市、千葉県印旛郡印旛村及び同郡本埜村）、

多摩ニュータウン（八王子市、町田市、多摩市及び稲城市）等の地区における

事業を推進する。また、幕張新都心（千葉市）、京葉港（市川市、船橋市及び

習志野市）、浦安第二期（浦安市）等の地区における宅地の整備を推進する。 

(2) 土地区画整理事業 

  新たに本庄新都心（本庄市）等の地区において事業に着手するほか、葛城、

島名・福田坪、萱丸、上河原崎・中西（以上つくば市）、伊奈・谷和原丘陵部

（茨城県筑波郡伊奈町及び同郡谷和原村）、宇都宮テクノポリスセンター（宇

都宮市）、佐野新都市（佐野市）、浦和東部第二（さいたま市）、岩槻南部新

和西（岩槻市）、越谷レイクタウン（越谷市）、八潮南部西、八潮南部中央、

八潮南部東（以上八潮市）、三郷中央（三郷市）、伊奈（埼玉県北足立郡伊奈

町）、金田東、金田西（以上木更津市）、柏北部中央、柏北部東（以上柏市）、

新市街地、運動公園周辺（以上流山市）、浦安東（浦安市）、南八王子（八王

子市）、横浜北部新都市中央（横浜市）等の地区における事業を推進するとと

もに、南西部第一期（鶴ヶ島市）等の地区における事業の完成を図る。 

 

３ 工業用地 

近郊整備地帯及び都市開発区域の秩序ある発展を図るため、環境の保全及び災

害の防除に配慮しつつ、茨城中央工業団地（茨城県）、五代南部工業団地（群馬

県）、伊勢原市歌川産業スクエア（神奈川県）、山梨県三珠町大塚地区拠点工業

団地（山梨県）等の工業団地の造成事業を推進する。また、地域産業の高度化に
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寄与する特定事業の集積を促進するため、宇都宮テクノポリスセンター地区（栃

木県）等の業務用地の造成事業を推進する。 

 

４ 筑波研究学園都市の整備 

筑波研究学園都市を科学技術創造立国に向けた世界的な科学技術中枢拠点都市

として、また新たなライフスタイルを実現するモデル都市として育成するため、

次の諸施策を推進する。 

   (1) 研究学園地区において、試験研究・教育機関の施設水準の維持・向上のため

の施設整備及び修繕事業を行う。 

(2) 周辺開発地区において、つくばエクスプレス（常磐新線）の整備に伴う沿線

地域の整備を推進する。 

(3) 筑波研究学園都市に関する都市情報及び官民の試験研究機関に関する情報の

提供等を行うため、つくばインフォメーションセンターの適切な管理・運営

の確保を図る。 

 

 

第２ 道路 

 

 首都圏と全国の交流、分散型ネットワーク構造による首都圏の広域連携拠点都市

間の連携・交流を緊密にするため、高規格幹線道路及び地域高規格道路等の道路網

の整備等を進めるほか、市街地における道路交通の円滑化を図り、良好な市街地の

形成に資するため、街路の整備及び鉄道との連続立体交差化等を推進する。また、

地域社会の基礎的な生活基盤としての道路網の整備等を進める。 

これらの道路網の整備等は、道路交通の安全性・快適性の確保、公害の防止等環

境の保全及び避難路等防災空間の確保に十分配慮しつつ推進する。 

 

１ 高規格幹線道路 

(1) 高速自動車国道 

東関東自動車道館山線浅間山IC（千葉県富津市）－富津竹岡IC（同県同市）

間の供用を図るとともに、次の路線の整備を推進する。 

東関東自動車道館山線 
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    君津IC（千葉県君津市）－浅間山IC（同県富津市） 

東関東自動車道水戸線 

三郷IC（埼玉県三郷市）－高谷JCT（千葉県市川市）（東京外かく環状道

路の一部） 

鉾田IC（茨城県鹿島郡鉾田町）－茨城JCT（同県東茨城郡茨城町） 

北関東自動車道 

    伊勢崎IC（群馬県伊勢崎市）－岩舟JCT（栃木県下都賀郡岩舟町） 

宇都宮上三川IC（栃木県河内郡上三川町）－友部IC（茨城県西茨城郡友

部町） 

第二東海自動車道 

    海老名南JCT（神奈川県海老名市）－秦野IC（同県秦野市） 

中部横断自動車道 

    静岡・山梨県境（山梨県南巨摩郡南部町）－南アルプスIC（同県南アル

プス市） 

(2) 一般国道の自動車専用道路 

首都圏中央連絡自動車道（一般国道468号）八王子JCT－日の出IC間の供用

を図るとともに、金沢－戸塚、栄－藤沢、茅ヶ崎－八王子JCT、鶴ケ島JCT－

つくばJCT、つくば牛久IC－横芝及び東金－木更津間の整備を推進する。 

また、高速自動車国道に並行する一般国道の自動車専用道路として、一般

国道127号富津館山道路（東関東自動車道館山線に並行）の富浦IC（千葉県

安房郡富浦町）－鋸南富山IC（同県同郡鋸南町）間の供用を図る。 

 

２ 地域高規格道路等 

(1) 首都高速道路 

大宮線の一部（さいたま市中央区新都心－同市同区円阿弥）の供用を図る

とともに、次の路線の整備を推進する。 

   大宮線         さいたま市緑区大字三浦－同市中央区新都心 

晴海線           中央区晴海－江東区有明 

中央環状新宿線       目黒区青葉台－板橋区熊野町 

川崎縦貫線       川崎市川崎区富士見－同市同区殿町 

横浜環状北線       横浜市都筑区川向町－同市鶴見区生麦 
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(2) その他の道路 

   東埼玉道路（埼玉県八潮市－同県吉川市）、横浜環状２号線（神奈川県横浜

市磯子区）、常総・宇都宮東部連絡道路（栃木県真岡市）、西関東連絡道路（山

梨県東山梨郡春日居町－同県甲府市）、新山梨環状道路（山梨県南アルプス市）

及び新滝山街道の一部（東京都八王子市－同都あきる野市）の供用を図るとと

もに、次の路線の整備を推進する。 

高速１号線（２期）  台東区－足立区 

高速中央環状品川線  品川区－目黒区 

新大宮上尾道路    埼玉県さいたま市－同県桶川市 

百里飛行場連絡道路  茨城県新治郡千代田町－同県石岡市 

茨城西部・宇都宮広域連絡道路 

茨城県猿島郡五霞町－栃木県宇都宮市 

常総・宇都宮東部連絡道路 

栃木県真岡市－同県宇都宮市 

上信自動車道     群馬県吾妻郡吾妻町－同県同郡長野原町、 

同県渋川市 

熊谷渋川連絡道路   埼玉県鴻巣市－群馬県渋川市 

西関東連絡道路    埼玉県大里郡寄居町－同県秩父市、 

                        山梨県山梨市－同県東山梨郡春日居町 

銚子連絡道路     千葉県八日市場市－同県山武郡松尾町 

茂原・一宮・大原道路 千葉県長生郡長南町－同県茂原市 

千葉中環状道路    千葉県千葉市美浜区－同県同市稲毛区 

新滝山街道      東京都八王子市 

厚木秦野道路     神奈川県伊勢原市、同県厚木市 

新山梨環状道路    山梨県南アルプス市、 

同県中巨摩郡玉穂町－同県同郡田富町 

同県中巨摩郡敷島町－同県北巨摩郡双葉町 

保土ヶ谷バイパス   神奈川県横浜市保土ヶ谷区－東京都町田市 

横浜横須賀道路    神奈川県横須賀市－同県横浜市金沢区 

 

３ 一般国道 
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(1) 一次改築 

   次の路線の整備を推進する。 

122号 埼玉県蓮田市－同県岩槻市（蓮田岩槻バイパス） 

293号 栃木県那須郡馬頭町（馬頭バイパス） 

300号 山梨県西八代郡下部町－同県南巨摩郡身延町（波高島バイパス） 

401号 群馬県利根郡片品村（土出～戸倉バイパス） 

461号 茨城県高萩市－同県多賀郡十王町（花貫踏切除却） 

411号 山梨県塩山市（上萩原Ⅱ期バイパス） 

413号 神奈川県津久井郡津久井町（青根～青野原バイパス） 等 

(2) 二次改築 

      次の路線の整備を推進する。 

    17号  埼玉県さいたま市－同県桶川市（上尾道路） 

    20号  東京都八王子市（八王子南バイパス） 

    122号 群馬県太田市（東今泉道路） 

    134号 神奈川県藤沢市（湘南拡幅） 

    254号 埼玉県和光市－同県富士見市（和光富士見バイパス） 

    294号 茨城県取手市－同県守谷市（守谷拡幅） 

    297号 千葉県市原市（市原バイパス） 

    400号 栃木県大田原市－同県那須郡西那須野町 

（大田原西那須野バイパス） 

    411号 東京都あきる野市（瀬戸岡菅生拡幅）、 

山梨県甲府市（城東バイパス） 等 

 (3) 新設 

   次の路線の整備を推進する。 

     298号 東京外かく環状道路 

357号 東京湾岸道路 等 

 

４ 主要地方道 

  次の路線の整備を推進する。 

    東京都  府中町田線、東京大師横浜線 等 

    埼玉県  松戸草加線、葛飾吉川松伏線、さいたま鴻巣線（さいたま市） 等 
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   千葉県  美浦栄線、袖ヶ浦中島木更津線、千葉大網線（千葉市） 等 

   神奈川県 横浜伊勢原線、藤沢座間厚木線、原宿六浦線（横浜市）、 

東京大師横浜線（川崎市） 等 

   茨城県  野田牛久線、美浦栄線 等 

   栃木県  宇都宮向田線、宇都宮鹿沼線 等 

   群馬県  高崎渋川線、前橋安中富岡線 等 

   山梨県  南アルプス公園線、市川大門鰍沢線 等 

 

５ 街路 

  次の路線の整備を推進する。 

    東京都  環状第８号線（練馬区、板橋区、北区）、 

調布保谷線（調布市、三鷹市、武蔵野市、西東京市） 等 

   埼玉県  田島大牧線（さいたま市）、飯能所沢線（所沢市）、 

草加三郷線（草加市） 等 

   千葉県  美浜長作町線（千葉市）、鬼高若宮線（市川市）、 

郷部線（成田市） 等 

   神奈川県 桂町戸塚遠藤線（横浜市）、丸子中山茅ヶ崎線（川崎市）、 

下今泉門沢橋線（海老名市）、久里浜田浦線（横須賀市） 等 

   茨城県  守谷伊奈谷和原線（守谷市）、学園中央通り線（つくば市） 等 

   栃木県  宇都宮水戸線（宇都宮市）、産業通り（宇都宮市） 等 

   群馬県  高崎駅西口線（高崎市）、東毛幹線（太田市） 等 

   山梨県  田富町敷島線（中巨摩郡竜王町）、 

石和市部通り線（東八代郡石和町） 等 

また、連続立体交差事業として、東武鉄道伊勢崎線・同桐生線・同小泉線（太

田市）、京成電鉄本線（船橋市）、東武鉄道野田線・新京成電鉄新京成線（鎌ヶ

谷市）、東日本旅客鉄道中央線（三鷹市、武蔵野市、小金井市、国分寺市、国立

市及び立川市）、京浜急行電鉄本線・同空港線（大田区）、小田急電鉄小田原線

（世田谷区及び渋谷区）、東日本旅客鉄道南武線（稲城市）、京王電鉄京王線・

同相模原線（調布市）、京浜急行電鉄大師線（川崎市）、相模鉄道本線（横浜市）

の整備を推進する。 
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６  新交通システム等 

新交通システム等として、日暮里・舎人線（荒川区、北区及び足立区）、東京

臨海新交通臨海線（江東区）及び環状第５の１号線（東京メトロ１３号線）（豊

島区、新宿区及び渋谷区）に係るインフラストラクチュア部分の整備を推進する。 

 

７ 大規模自転車道 

  飯岡九十九里自転車道、和田白浜館山自転車道、我孫子流山自転車道（以上千

葉県）、相模川自転車道（神奈川県）、潮来土浦自転車道（茨城県）及び利根川

自転車道（群馬県～埼玉県）の整備を推進する。 

 

８ 道路事業調査 

  東関東自動車道水戸線、第二東海自動車道、中部横断自動車道、首都圏中央連

絡自動車道、東京外かく環状道路の事業区間以外の区間をはじめ、東京湾口道路

並びに第二東京湾岸道路を含む東京湾環状道路、核都市広域幹線道路等の調査を

推進する。 

 

 

第３ 鉄道  

 

 首都圏と全国主要都市を結ぶ交通体系の結節点としての機能の強化並びに業務核

都市相互の連携強化に資するとともに、通勤・通学時の混雑緩和、所要時間の短縮

及び輸送の安全確保等を図るため、環境の保全に配慮しつつ、次のとおり輸送力の

増強等を目的とした鉄道の整備を推進する。 

 

１  新幹線鉄道 

中央新幹線について東京都・大阪市間の地形・地質等の調査を進める。 

 

２  東京圏の鉄道 

東京圏については、東京モノレール羽田線（羽田空港－新東ターミナル）の新

線建設の完成を図る。また、東武鉄道東上線（森林公園－武蔵嵐山信号場）の複

線化及び小田急電鉄小田原線（梅ヶ丘－喜多見）の複々線化の完成を図る。 
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  さらに、主要な事業として、次の鉄道の整備を推進する。 

   横浜市    ４号線（日吉－中山）          新線建設 

  鉄道建設・運輸施設整備支援機構による建設路線 

  （民鉄線制度による建設路線） 

   小田急電鉄  小田原線（東北沢－喜多見）       複々線化 

  （鉄道建設・運輸施設整備支援機構の無利子貸付による建設路線） 

   首都圏新都市鉄道  つくばエクスプレス（常磐新線） 

                   （秋葉原－つくば）  新線建設 

 

 

第４ 飛行場 

 

 国際化の進展、生活水準の向上、高速性志向の高まり等を背景とした航空需要の

増大に対応し、国際・国内航空ネットワークの健全な発展を確保するため、環境の

保全及び航空交通の安全の確保を図りつつ整備を推進する。 

  成田国際空港については、本来計画の2,500mの平行滑走路の早期整備を努めると

ともに、エプロン等の基本施設の整備、第１旅客ターミナルビルの改修、貨物取扱

施設の整備等を行う。 

東京国際空港の沖合展開については、第２旅客ターミナル等の整備を推進する。

再拡張については、平成16年度からの事業化が認められ、平成16年度においては、

新設滑走路等の入札・契約手続、環境影響評価手続、国際線地区のPFI検討調査を実

施する。 

  百里飛行場については、民間共用化に係る事業を推進する。 

首都圏第３空港については、長期的な視点に立って引き続き調査検討を推進する。 

 

 

第５ 港湾等 

 

国際化の進展に対応し、高度な物流体系、多様な産業活動及び地域の豊かな生活

を支える質の高い総合的な港湾空間の創出等を図るため、環境の保全を図りつつ、

それぞれの地域の特性に応じて、港湾等の整備を推進する。 
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１ 東京湾の重要港湾等 

  (1) 水域・外郭施設等の整備 

海上交通の安全を確保するため、東京湾口航路の整備を推進する。 

(2) ふ頭の整備 

横浜港本牧ふ頭地区において国際海上コンテナターミナルの供用を図るとと

もに、東京港青海コンテナふ頭において国際海上コンテナターミナルの整備を

推進する。 

木更津港木更津南部地区において多目的国際ターミナルの整備を推進する。 

また、大規模地震発生直後の緊急物資輸送等を確保するため、千葉港におい

て耐震強化岸壁の整備を推進する。 

(3) 臨港交通施設の整備 

横浜港本牧・大黒ふ頭地区臨港道路の供用を図る。 

また、東京港南部地区～東部地区、横浜港山内地区～瑞穂ふ頭地区において

臨港道路の整備を推進する。 

(4) 港湾環境の整備 

千葉港において緑地の供用を図るとともに、横浜港において緑地の整備を推

進する。また、東京港、川崎港、木更津港において緑地の整備を推進する。 

東京港、川崎港において廃棄物海面処分場の整備を推進する。 

東京湾においてごみ及び油の回収を海洋環境整備事業により推進するととも

に、東京港において汚泥浚渫により公害防止対策事業を推進する。 

 

２ 東京湾外の重要港湾 

(1) 水域・外郭施設の整備 

 常陸那珂港外港地区、日立港本港地区、大洗港水産ふ頭地区、鹿島港外港地

区において防波堤の整備を推進する。 

(2) ふ頭の整備 

鹿島港外港地区において多目的国際ターミナルの整備を推進する。 

   また、大規模地震発生時直後の緊急物資輸送等を確保するため、常陸那珂港 

において耐震強化岸壁の整備を推進する。  
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３ 地方港湾 

 葉山港、御蔵島港、名洗港等の整備を推進する。 

 

 

第６ 通信施設 

 

 地域の発展による社会経済活動の広域化、複雑化及び高度化に伴う情報通信ネッ

トワークへの需要の増大に対処するとともに、信頼性の向上を図るため、次のとお

り通信施設の整備を推進する。 

 

１  郵便 

郵便需要の多様化等に対処するため、局舎等の整備を推進する。 

 

２  電気通信 

   通信サービスの拡充及び多様化を図るため、アクセス網の光化の促進や局内通

信装置の設置等、必要な施設の整備を推進する。 

  

 

第７ 公園、緑地等 

 

 都市環境の改善、都市災害の防除及び住民の多様なレクリエーション需要の充足

を図るため、都市公園の整備を推進する。 

１ 既成市街地及び近郊整備地帯 

国営武蔵丘陵森林公園、権現堂公園（以上埼玉県）、八千代広域公園（千葉県）、

国営昭和記念公園、篠崎公園、武蔵野の森公園（以上東京都）、等々力緑地、横

浜動物の森公園、茅ケ崎里山公園（以上神奈川県）等の整備を推進する。 

 

２ 都市開発区域 

国営常陸海浜公園、偕楽園公園（以上茨城県）、観音山ファミリーパーク（群

馬県）、熊谷スポーツ文化公園（埼玉県）等の整備を推進する。 
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第８ 水道及び工業用水道 

 

１  水道 

   水の安定した供給、安全な水質の確保、渇水対策や災害対策のため、広域的な

水資源対策や老朽化施設の更新等を推進するとともに、環境の保全に配慮しつつ、

次の水道施設の整備を推進する。 

(1) 水道用水供給事業 

 埼玉県水道用水供給事業（埼玉県）、北千葉広域水道用水供給事業（千

葉県）、相模川水系建設事業（神奈川県）、県南広域水道用水供給事業（茨

城県）、北那須水道用水供給事業（栃木県）、峡東地域広域水道用水供給

事業（山梨県）等 

 (2) 広域的水道事業 

東京都水道事業（東京都）、さいたま市水道事業（埼玉県）、千葉県

水道事業（千葉県）、神奈川県水道事業（神奈川県）等 

 

２ 工業用水道 

地盤沈下防止のための地下水利用からの転換、工場の計画的な分散立地等を図

ることによる工業用水の需要増等今後の水需要の動向を踏まえつつ、県央広域

（茨城県）、東毛（群馬県）等の工業用水事業を推進する。 

 

 

第９ 下水道及び廃棄物処理施設 

 

１  下水道 

   生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街地における浸水の防除等を図る

ため、環境の保全に配慮しつつ、流域下水道、公共下水道、特定環境保全公共下

水道、都市下水路等の整備を推進する。 

  (1) 流域下水道 

新たに利根川右岸（埼玉県）において事業に着手するとともに、多摩川、荒

川右岸東京（以上東京都）、荒川左岸、荒川右岸、中川、古利根川、市野川（以

上埼玉県）、印旛沼、手賀沼、江戸川左岸（以上千葉県）、相模川、酒匂川（以
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上神奈川県）、霞ヶ浦湖北、霞ヶ浦常南、那珂久慈、利根左岸さしま、鬼怒小

貝、小貝川東部（以上茨城県）、鬼怒川上流、巴波川、北那須、渡良瀬川下流、

渡良瀬川上流（以上栃木県）、利根川上流、利根川左岸、利根渡良瀬、利根川

佐波（以上群馬県）、釜無川（山梨県）等の事業を推進する。 

  (2) 公共下水道 

 東京都区部（東京都）、さいたま市（埼玉県）、千葉市（千葉県）、横浜市

（神奈川県）、取手市（茨城県）、宇都宮市（栃木県）、高崎市（群馬県）、

甲府市（山梨県）等の事業を推進する。 

  (3) 特定環境保全公共下水道 

  吉見町（埼玉県）、千葉市（千葉県）、鹿嶋市（茨城県）等の事業を推進す

る。 

  (4) 都市下水路 

  新川（埼玉県）、水海道市江連（茨城県）等の事業を推進する。 

 

２  廃棄物処理施設 

   首都圏における膨大な量の廃棄物に対処し、生活環境の保全等を図るため、環

境の保全、安全性等に配慮しつつ、廃棄物処理施設の整備を推進する。また、廃

棄物の広域移動の実態を踏まえ、広域処理の必要性を検討する。 

  (1) し尿処理施設 

大里町（埼玉県）等における施設の完成を図り、鹿嶋市（茨城県）等におけ

る事業を推進する。 

  (2) ごみ処理施設 

   新たに越谷市（埼玉県）、藤沢市（神奈川県）、佐野市（栃木県）、

韮崎市（山梨県）等における事業に着手し、柏市（千葉県）等における施

設の完成を図るとともに、東京都区部（品川区等）（東京都）、神栖町（茨城

県）等における事業を推進する。 

 また、最終処分場については、新たに横浜市（神奈川県）等における事業に

着手し、南足柄市（神奈川県）、宇都宮市（栃木県）等における施設の完成を

図る。 

  (3) 産業廃棄物処理施設 

     産業廃棄物については、事業者処理責任を原則とするが、必要に応じて地方 
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    公共団体の関与によって処理施設の整備を推進する。 

 

 

第10 水資源の開発 

 

  首都圏の水資源開発に関しては、不安定取水、地盤沈下を誘発する地下水取水等

の問題に対処するとともに、渇水に対する安全性の向上を図るため、環境保全及び

水源地域対策等に配慮しつつ、将来の水需要を見通し、必要な水資源開発施設の整

備を推進する。また、近年の渇水状況にかんがみ、渇水対策容量を持つダムの建設

等による渇水対策を推進する。 

本年度は、深城ダム（相模川）（山梨県）の完成を図るとともに、次の水資源開

発施設等の建設事業を推進する。 

 滝沢ダム（荒川）、武蔵水路改築（利根川及び荒川）（以上埼玉県）、印旛沼開

発施設緊急改築、北総中央用水（以上利根川）（以上千葉県）、霞ヶ浦導水（那珂

川及び利根川）、那珂川沿岸（一期）（那珂川）（以上茨城県）、思川開発、湯西

川ダム（以上利根川）（以上栃木県）、八ツ場ダム、倉渕ダム、増田川ダム、群馬

用水施設緊急改築（以上利根川）（以上群馬県）、琴川ダム（富士川）（山梨県）

等 

 

 

第11 河川、海岸等 

 

１  河川 

  健全な水循環系を構築し、洪水等による災害の防止、河川環境の保全・再生等

を図るため、河川の改修・環境整備等を推進するとともに、豪雨等による災害の

復旧を図る。 

(1) 直轄河川 

新たに荒川下流において特定構造物改築事業に着手するとともに、次の事業

等を推進する。 

河川改修事業 

（一般河川改修事業）（水系） 利根川、荒川、多摩川、相模川、久慈川、 
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那珂川、富士川 

（総合治水対策特定河川事業）  中川・綾瀬川、新河岸川、鶴見川 

（特定構造物改築）      江戸川、小貝川、那珂川 

（高規格堤防（スーパー堤防）  利根川、江戸川、荒川、多摩川 

         整備事業） 

（水防災対策特定河川）    久慈川、富士川 

流水保全水路整備事業     江戸川 

河川都市基盤整備事業     中川・綾瀬川、江戸川、荒川、多摩川、鶴見川 

河川環境整備事業       利根川、江戸川、荒川、霞ヶ浦（常陸利根川）、 

多摩川等 

(2) 補助河川 

新たに新河岸川（埼玉県）、小出川（神奈川県）における鉄道橋・道路橋緊急対

策事業、印旛沼（千葉県）における河川環境整備事業、小山川・元小山川（埼玉県）

における統合河川整備事業等に着手し、大場川（埼玉県）における流域貯留浸透事

業に着手完了を図り、真間川（千葉県）における河川環境整備事業等の完了を図る

とともに、次の事業等を推進する。 

広域基幹河川改修事業      石神井川、渋谷川・古川（以上東京都）、

芝川（埼玉県）、海老川（千葉県）、金目

川（鈴川）（神奈川県）、西谷田川（茨城

県）、五行川（栃木県）、石田川（群馬県）、

鎌田川（山梨県）等 

総合治水対策特定河川事業   神田川、残堀川（以上東京都）、中川・綾

瀬川、新河岸川（以上東京都及び埼玉県）、

鶴見川、境川（以上東京都及び神奈川県）、

目久尻川、引地川（以上神奈川県）、真間

川（千葉県） 

河川環境整備事業       渋谷川・古川、日本橋川（以上東京都）、

手賀沼（千葉県）、大岡川（神奈川県）等 

都市基盤河川改修事業     勝田川（千葉県）、柏尾川、宇田川、今井

川（以上神奈川県）等 

調節池整備事業        霞川（東京都）、吉川駅南調節池（埼玉県）、
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江川（栃木県）、石田川（群馬県）等 

流域貯留浸透事業       中川・綾瀬川（東京都）、鴻沼川（埼玉県）、

海老川（千葉県）、鶴見川（神奈川県）等 

地震・高潮等対策河川事業   江東地区、隅田川、中川・新中川（以上東

京都）、旧江戸川（東京都及び千葉県）、

東京地区（東京湾）（東京都、千葉県及び

神奈川県）、埼玉地区（埼玉県）、葛南地

区（千葉県） 

特定地域堤防機能高度化事業  隅田川（東京都） 

（スーパー堤防整備事業）     

床上浸水対策特別緊急事業   鴻沼川、飯盛川（以上埼玉県）、養老川（千

葉県）、百村川（栃木県）等 

統合河川整備事業       東京地区（東京都）、芝川（埼玉県）、坂

川（千葉県）、早淵川（神奈川県）、早戸

川（茨城県）、菊沢川（栃木県）、温井川

（群馬県）、荒川（山梨県）等 

 

２ 海岸保全施設等 

  津波、高潮、波浪等による災害及び海岸侵食の防止、海岸環境の整備・保全等

を図るため、海岸保全施設整備事業、海岸環境整備事業等を推進する。 

(1) 直轄海岸保全施設整備事業 

横須賀港海岸における事業を推進する。 

(2) 補助事業 

新たに市川海岸（千葉県）における高潮対策事業に着手するとともに、次の

事業等を推進する。 

高潮対策事業       東京港海岸（東京都）、木更津港海岸（千葉県）、茅

ヶ崎海岸（神奈川県）、川尻港海岸（茨城県）等 

侵食対策事業       鹿嶋海岸、磯崎漁港海岸（以上茨城県）等 

海岸環境整備事業   千葉港海岸（千葉県）、小田原漁港海岸（神奈川県）、

鹿島港海岸、河原子港海岸（以上茨城県）等 

３  砂防設備、地すべり防止施設等 
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   豪雨、火山等による土砂災害等の未然の防止を図り、人命・資産の保護及び国

土保全を推進するため、環境の保全に配慮しつつ、次の砂防事業、地すべり対策

等事業、急傾斜地崩壊対策等事業を推進する。 

  (1) 砂防事業 

   直轄事業として、利根川水系及び富士川水系における事業を推進する。 

   補助事業としては、養沢川（東京都）、内川（神奈川県）等における事業の

完了を図るとともに、蒔田川（埼玉県）、志駒川（千葉県）、仲沢（茨城県）、

宮木２号沢（栃木県）、早川（群馬県）、大山沢川（山梨県）等における事業

を推進する。 

  (2) 地すべり対策等事業 

    直轄事業として、譲原地区（群馬県）における事業を推進する。 

    補助事業としては、郷蔵地区（千葉県）、田代地区（神奈川県）、湯村地区

（山梨県）等における事業を推進する。 

  (3) 急傾斜地崩壊対策等事業 

補助事業としては、下山ノ根地区（群馬県）等における事業の完了を図ると

ともに、初沢地区（東京都）、熊木地区（埼玉県）、宝田２地区（千葉県）、

極楽寺３丁目Ｂ地区（神奈川県）、城山地区（茨城県）、西茂呂地区（栃木県）、

中下地区（山梨県）等における事業を推進する。 

 

４ 森林の保安施設 

  山地災害の防止、水源のかん養、生活環境の保全等に資するため、各種

保安林の適正な配備を推進するとともに、環境の保全に配慮しつつ、復旧

治山、予防治山等の治山事業を、下記の地区や流域内で推進する。 

直轄事業  鬼怒川地区（栃木県）、野呂川地区、笛吹川地区（以上山

梨県） 

補助事業  久慈川、利根川、荒川、加茂川～養老川、多摩川、相模川

及び富士川の流域等 

 

 

第12 住宅等 
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 居住水準の向上、住環境の整備改善及び住宅需要の多様化に対応するため、環境

の保全に配慮しつつ、民間における良好な住宅の建設を促進するとともに、公的機

関による集団的な住宅の建設や地域の実情に応じた居住環境の整備を推進する。 

 また、国民の利便の確保と公務能率の増進を図るとともに、首都の中核にふさわ

しい都市環境を形成するため、一団地の官公庁施設の整備を推進する。 

(1) 市街地再開発事業 

川口本町４丁目（川口市）、市川駅南口（市川市）、富士見二丁目北部（千

代田区）、晴海三丁目西、勝どき六丁目（以上中央区）、赤坂四丁目薬研坂南

（港区）、西新宿六丁目西第６、第７（以上新宿区）、高島二丁目（横浜市）

等の地区における事業を推進するとともに、ヨコハマポートサイドＦ－１街区、

新杉田駅前（以上横浜市）等の地区において事業の完成を図る。 

(2) 住宅市街地総合整備事業 

見和（水戸市）、北部拠点宮原（さいたま市）、川口駅周辺（川口市）、上

福岡駅西口（上福岡市）、芝浦・港南（港区）、京島（墨田区）、東雲、豊洲

（以上江東区）、西蒲田・蒲田（大田区）、北沢五丁目・大原一丁目、太子堂

三丁目周辺（以上世田谷区）、東池袋４・５丁目（豊島区）、南千住（荒川区）、

江古田北部（練馬区）、西新井駅西口（足立区）、新田（足立区及び北区）、

東四つ木（葛飾区）、新川（三鷹市）、桐ヶ丘（北区）、長房（八王子市）、

ヨコハマポートサイド、鶴見②（以上横浜市）、川崎駅西口、川崎下平間周辺

（以上川崎市）等の地区における事業を推進するとともに、西国分寺（国分寺

市）等の地区において事業の完成を図る。 

(3) 優良建築物等整備事業等 

能見台第二（横浜市）、藤沢団地（藤沢市）等の地区における優良建築物等

整備事業、春日（宇都宮市）、川原田（栃木市）、広瀬第一（前橋市）、入間

向原（入間市）、千葉ニュータウン（船橋市、印西市、白井市、千葉県印旛郡

印旛村及び同郡本埜村）、前原、高根台（以上船橋市）、成田ニュータウン（成

田市）、実籾（習志野市）、南青山一丁目（港区）、中野町（八王子市）、昭

島拝島（昭島市）、東京街道（東大和市）、村山（武蔵村山市）、十日市場（横

浜市）、塩部第二（甲府市）等の地区において住宅の建設・建て替えを推進す

る。 

 (4) 一団地の官公庁施設 
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   東京都市計画一団地の官公庁施設（霞ヶ関団地）の整備として、中央合同庁

舎第７号館（千代田区）の整備を推進する。 

 

 

 

第13 教育文化施設等 

 

１ 学校教育施設 

  教育文化水準の向上及び学術の振興を図るため、首都大学東京（東京都）、山

梨県立大学（仮称）（山梨県）、群馬県立県民健康科学大学（群馬県）の開学に

向けて必要な施設の整備を進めるとともに、東京大学、群馬県立女子大学（群馬

県）の施設整備を推進する。 

 

２ 社会教育施設及び文化活動施設 

 地域の社会的文化的環境の向上を図るため、川崎シンフォニーホール（神奈川

県）の完成を図るとともに、ぐんま昆虫の森（仮称）（群馬県）、（仮称）西部

地域図書館（さいたま市）、千葉県総合スポーツセンター陸上競技場・第２陸上

競技場、こども科学館（仮称）（以上千葉県）、磯子区民文化センター、宮前ス

ポーツセンター（仮称）（以上神奈川県）等の整備を推進する。 

 

３ 職業訓練施設 

   技能労働者の養成を図るため、地元での専修学校等関係者との協議の場等を設

け、調整を図りつつ、茨城県立水戸産業技術専門学院（茨城県）等の整備を推進

する。 

 

４ 文化財の保存のための施設等 

  文化財及び歴史的環境を保存するため、小田城跡（茨城県）等の土地の公有化、

埼玉古墳群、旧高野家住宅（以上埼玉県）の復元整備、相模国分寺跡（神奈川県）

の環境整備、武田氏館跡（山梨県）の土地の公有化と環境整備を推進する。 

 

５ 研究所等 
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  独創的かつ先端的で世界に誇りうる成果を生み出す研究開発機能の一層の強化

を図るため、大強度陽子加速器施設（茨城県）の施設整備を推進する。 

 

 

第14 中央卸売市場 

 

  生鮮食料品等の取引の適正化と、その生産及び流通の円滑化を図るため、新たに

横浜市中央卸売市場食肉市場の施設の整備拡充に着手する。 

 

 

第15 病院等 

 

医療施設の適正配置及び医療水準の向上を図るため、山梨県立中央病院（山梨県）、

千葉県済生会習志野病院（千葉県）、川崎市北部医療施設（仮称）（川崎市）、横

浜市立港湾病院（仮称）（横浜市）、群馬県立がんセンター（群馬県）等の整備を

推進する。 

 

 

第16 社会福祉施設 

 

  社会福祉の向上を図るため、東京都立東部療育センター（東京都）等、児童福祉

施設、知的障害者援護施設、老人福祉施設等の各種社会福祉施設の整備を推進する。 

 

 

第17 駐車場 

  

 路上駐車の解消による道路交通の円滑化を図るため、上野広小路駐車場（台東区）

の整備を推進する。 

 

 

第18  防災  
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 防災性の向上の観点から、次の事業を推進する。 

 

１ 宅地・住宅 

密集市街地の改善など、都市の防災構造化や良質な住宅の供給及び住環境の整

備による住宅市街地の防災性の向上を図るため、白鬚西（荒川区）等の地区にお

ける市街地再開発事業、一之江駅西部（江戸川区）等の地区における土地区画整

理事業、環状7号線沿線（中野区、北区及び葛飾区）等の地区における都市防災

総合推進事業、新田（足立区及び北区）、北沢五丁目・大原一丁目（世田谷区）

等の地区における住宅市街地総合整備事業等を推進する。 

 

２ 道路 

  地震、豪雨及び豪雪等の厳しい自然災害に対し、安全で安心な生活を支える道

路空間を確保するため、緊急輸送道路における橋梁等の道路構造物の耐震補強等

を推進するとともに、法面保護工等の防災対策や雪寒道路事業による適時適切な

除雪等を実施する。 

  また、災害に強いまちづくりの観点から、防災拠点の整備等防災性向上のため

の根幹的道路施設の整備、市街地における計画的な道路整備、情報通信システム

の整備等を積極的に図るとともに、災害に強いライフライン共同収容施設として

の共同溝、電線共同溝等の整備を各種ライフラインの特性等を勘案し、各事業者

と調整を図りつつ積極的に進める。 

 

３ 鉄道 

大規模地震対策として、既存の鉄道構造物については耐震補強を促進するとと

もに、新設構造物に対しては平成10年12月に制定した耐震基準を適用する等、各

事業者を指導し耐震性の向上を推進する。 

 

４ 港湾 

大規模地震対策として、千葉港、常陸那珂港において耐震強化岸壁の整備を推

進する。 

  また、川崎港において基幹的広域防災拠点の整備を推進する。 
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５ 通信施設 

災害時における通信ネットワークの安全性、信頼性の向上を図るため、信頼性

向上施設の整備及び電線類の地中化を推進する。 

 

６ 公園、緑地等 

首都圏において災害発生時等の対策活動の核となる現地対策本部機能の確保等

のため、国営東京臨海広域防災公園（東京都）の整備を推進する。また、災害時

等の避難地、避難路等の確保等のため、等々力緑地（神奈川県）等の防災公園の

整備を推進する。 

 

７  水道 

    災害時における被害の軽減等を図るため、管路等の耐震性の向上等を図る。 

 

８ 下水道 

   都市型浸水被害を軽減するため下水道施設の整備を推進し、災害時における被

害の軽減等を図るため、下水道施設の耐震性の向上を図る。また、消火用水等の

緊急時の水源として下水処理水を活用するための施設の整備等を推進する。 

 

９  ダム等 

    洪水調節等を図るための八ツ場ダム等の事業を推進する。 

 

10  河川、海岸等 

  (1) 河川 

      地震、洪水等に対する河川管理施設の安全性の向上及び施設操作の効率化を

図るため、ゼロメートル地帯等の河川堤防の耐震対策や河川情報基盤の整備等

を実施するとともに、利根川等において氾濫被害を防止することを目的として、

緊急的に堤防強化を実施する。また、破堤等による壊滅的被害を回避するため、

荒川等における高規格堤防（スーパー堤防）整備、河川防災ステーション等災

害時活動拠点の整備、緊急時の物資・資材の輸送が可能となる緊急用河川敷道

路及び船着場の整備等を推進する。さらに、浸水想定区域を公表するとともに、
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洪水氾濫の危険性、洪水時の避難方法等に関して、普段から住民の理解を深め

るべく洪水ハザードマップの作成・公表を推進する。 

  (2) 海岸保全施設 

     津波、高潮、波浪等による災害及び海岸侵食等を防止するため、東京港海岸

等における堤防、護岸、水門施設等の海岸保全施設の整備を推進する。 

  (3) 砂防設備、地すべり防止施設等 

豪雨、火山等による土砂災害等を防止するため、利根川水系等における砂防

設備の整備、地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域における対策工等を

推進するとともに、土砂災害予警報システムの整備等を推進する。 

 


